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2C8 技術開発と市場覚吉日， 性 ( Ⅱ ) 
一ェ ネ、 ルギー開発を 例として 一 

0 竹下 寿 英 ( テクノ バ ) 

    はじめに 

技術開発は、 資源の希少性を 相殺し、 また地球環境の 保全の主要な 手段であ 
る。 21 世紀のエネルギー・システムの 構築に向けた 技術開発は 、 使い勝手の良 
い 安い石油、 天然ガスの枯渇傾向の 下で、 1 世紀をかけた、 主要エネルギー 原 
の トランジションを 進めてゆく。 このトランジションは、 石炭、 原子力、 あ る 

いは新再生可能 ェ ネルギ一の各技術開発が、 経済性、 環境特性、 それにセキュ 

リティなどの 条件をどれだけ 充足するか、 という面での 競争の下で展開する。 

そのプロセスでは、 いずれのシナリオも 様々のリスクを 抱えており、 リスクの 

克服、 あ るいはコントロールの 程度が、 市場でのシェアを 左右してゆくものと 

みられる 0 エネルギー技術開発に 伴うリスクの 多くは、 短期的には市場メカニ 
ズムで対応されることになる 0 しかし、 世界規模でのエネルギー 源の転換は 、 
過去半世紀はかかっており、 将来 共 、 同様のオーダ 一になるだろう。 その間の 

制度や価値観、 政策的転換等の 外部条件の変化は 私企業のリスクティクの 範囲 
を 超えるものがあ り、 その下で、 技術開発が継続的に 維持されるためには、 社 
金的、 政治的な支援を 得ていることが 必要であ る。 

    石油価格の変動に 伴うリスク 

1973 、 1979 の石油危機後、 活発に進められた 石炭液化、 オイルシェル 、 タ一 
ルサンドなどの 開発は、 1980 年代の半ばの 原油価格の低落の 頃 は低調になって 

いた。 しかし、 一方石油、 石炭の資源開発技術は 、 低コスト化と 生産性向上の 
技術開発を成功している。 石油採掘では、 オフシ ，ァ などでの水平堀りの 技術 
によって、 1. 5 ～ 2 倍のコストで、 生産性は 20 倍に高まっている 0 また石炭採掘 
も今やハイテク 産業と言われるように、 コンティニアス・マイニンバでⅠ八年 
問 8 千～ 1 万 トンの生産、 ロングウオールの 設備で 2 万トンの生産規模になって い 

る 。 

石油価格の変動に 応じて、 他の ェ ネルギ一価格も 同様な変動を 受けることに 

なるが、 一般にエネルギー 産業では、 この価格変動は 消費者に転嫁できるため、 

変動への感度はエネルギー 技術開発に比べては 低い。 特に新しいエネルギー 開 
発は 、 サンシャイン 計画が始まって 20 年経過していることから 明らかなように 

長期課題であ り、 石油価格が上昇してもすぐ 供給 力 を持つことはできず、 また 
下落した時には、 プライオリティが 低下するばかりでなく、 開発のインセンテ 

ィブが失われるというリスクを 伴うことになる。 石油は近年 N Y 商品口取引所で 
の 先物取引で決まる 市況商品となって 価格の乱高下がみられるが、 石油の消費 

に伴う先進国のバレル 当たりの税率は、 日独で 49% 、 米国では 22% にのぼって 
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おり、 政策的対応の 位置づ 
けの重要性を 示している。 

新 エネルギ一の 市場導入 

における政策的対応は、 

1 9 7 8 年成立した米国の 
PURPA ( 再生可能及びコジェ 
ネレーショ ンなどの電気を、 

回避可能のコス トで電力が 

買い取る ) やわが国で 1993 

年成立した余剰電力購入 方 
針の決定に見られる。 実際 

にカリフォルニア 州では、 

150 万 mW 以上のウィ ンド・ 

ファームなど 再生可能エネ 

ルギーが 42% の電力供給を 
荷 う までになっている。 更 

に将来炭素 税 が環境外部性 

を内部化する 手段として導 
入されれ ば 、 化石燃料の相 
対的な競合力に 影僻するが、 

現状では不確定要因となっ 

ている。 

    21 世紀のエネルギー・ ト 
ラ ンジショ ン 

国際応用システム 研究所 

のマルケッティ 等が分析し 
ているロジスティ ックの方 

程式による市場浸透 度 f / 
( l-f) ( f は市場シェア ) 

を 利用して、 21 世紀のエネ 

ルギー ・ ト ラ ンジショ ンの 

シナリオを検討した。 基礎 

数値は世界エネルギ 一会議 

(199 れの長期予測を 利用し、 

化石燃料は石油・ 天然ガス 
の究極 可採童 (2. 2 兆バレル 

と 1. 7 兆バレル ) に応じて配 

分した。 水力及び半商業 ェ 
ネルギーは 、 大きなシェア 

Ⅰ ハ 

  

図 1   エネルギー・ ミ ックスのシナリオ 

( f = 市場シェア ) 
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図 2   環境重視のシナリオ 
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の 変化がないので 図示していない。 図 1 が標準シナリオで、 21 世紀一杯かかっ 

て 、 化石燃料、 原子力、 及び新再生可能エネルギー ( 太陽、 バイオマス、 風力、 
地熱等 ) の 3 つが約 30% レベルにアプローチしてゆくシナリオであ る。 図 2 は、 

エコロジーを 重視し、 石炭消費を減らし、 新再生可能エネルギーを 可能な限り 
導入するシナリオであ る。 これら 2 つの図から、 政策的、 社会的対応の 相違に 
よって異なったエネルギー 構成となるが、 いずれもコンベンショナル な 石油、 

天然ガスのシェアが 減少してゆく 分を、 どのエネルギー 源のシェアで 埋めてゆ 

くかを示すことになる。 しかし、 原子力及び新再生可能エネルギーが、 継続的 

に導入され拡大してゆく 点には、 多くの不確実性とリスクが 存在している。 
原子力発電の 導入実績と予測を 図 3 に示すが、 過去の実績をロジスティックス 

にあ てはめると、 2260TWh @( = 368GW) で飽和する傾向がみられる。 この 90 年～ 

2010 年の飽和傾向は、 過去のチェルノブイ リ事故や放射性廃棄物の 処分問題で、 
社会的受容性が 十分には得られておらず、 国によってモラ トリアムがなされて 

いることが主要因であ る。 21 世紀の主要エネルギー 源となるためには、 国際的 

にも安全を担保できるような peer review による協力体制を 作って、 社会的な 

信頼性を高めると 共に、 放射性廃棄物の 安全な処分技術に 対する世界的な 確証 
が 攻められる。 しかも、 原子力開発が 第 2 の成長期を迎えると、 図 1 のケース 

では、 Pu リサイクルを 考えない場合、 今後発見されるウランを 含めても ( 海水 

ウランは除く ) 2060 年にはウラン 不足を招来すると 計算される く図 2 のケース 
では 2100 年過ぎまでウランは 持つ ) 。 ところが、 世界規模で Pu 利用を進めるた 
めには、 国際的にコンセンサスのとれた 核不拡散と Pu の国際管理のレジー ム が 
形成されねばならない。 

TWh(x@ 103)   
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図 3 世界の原子力発電導入実績と 予測 
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太陽電池は、 膨大な利用可能資源のポテンシャルからバイオマスと 並んで新 

再生可能 ェ ネルギ一のエースであ る。 しかし、 その利用は電卓や 時計などの y 肖 
省電力の小さなものから 入り、 コストも 80 年の 5000 円 /W. セル効率 8% 台が、 

90 年には 650 円Ⅰ 朋 効率 16% 台に上昇し、 ようやく将来市場の 展望が開きかけ 
た 所であ る。 この市場への 普及をロジスティックスにあ てはめると、 いまの傾 

向では 120 ⅡⅡ程で飽和することになるが、 世界全体でこのレベルでは 甘藍効果 

がみえない。 現在の家庭の 電気料金 25 円 /k Ⅱ h になるのは、 2010 年の少し前と 予 

別 される。 そこに到るまでは、 政策的な導入支援策を 機器の標準化と 効率向上 

等の技術開発に 並行してすすめるばかりでなく、 0 D A の活用による 開発途上 

諸国の電化への 協力、 国際的な技術協力、 技術移転の積極化によって、 世界的 

な利用の展開をはかる 必要があ る。 これらの展開をバック ア，プ しているのは、 
環境 影 韓などの社会的コストを 考虚 したときの先発電のメリットであ り、 また 

分散型で社会的な 受容性の高い 点であ る。 

    リスクの同定とリスク ・マネジメント 

リスクとして、 技術開発のプレークスル 一に関する不確実性と、 投資に対す 

る 収益性に関するリスク 及び環境 影 宰や事故の可能性に 対するリスクについて 
は個別に検討され、 計画策定の中に 様々に取り入れられている。 しかし、 数十 

年の超長期に 及ぶエネルギー 技術開発では、 政治的・社会的な 受容性の変動 あ 
るいは制度的な 支援メカニズムの 有無等、 リスクの範囲が 拡大し、 またその 形 

轄が 大きくなっている 0 そこでリスクの 同定からその 評価、 そしてリスク ・コ 
ントロールとリスクの 削減策を、 エネルギー技術開発の 計画策定から 実施の過 

程に取り入れていくことの 重要性が増している。 
エネルギー技術開発に 伴 う リスクを技術開発に 伴 う もの、 市場に係わるもの、 
環境安全面、 社会的政治的側面それに 組織・戦略面に 分けて 表 1 に示した。 21 

世紀の主要なエネルギー 源と考えられる 原子力開発も、 太陽光発電を 中心とす 

る 再生可能エネルギーも、 90 年代から 2010 年 位 にかけて、 技術開発の維持がど 

う はかられるか、 という問題に 直面していることがみられる。 その開発を左右 
する最大の要因が、 石油・天然ガスの 供給 ポ テンシャルとその 価格動向であ り、 

また地球環境問題など、 環境・安全面からのエネルギー 選択へのインパク トで 

あ る。 長期のエネルギー・シナリオにみるごとく 石油、 天然ガスの供給削減が 

始まる頃 には、 これらがプレミアム 燃料となり、 他の資源による 流体燃料コス 

トが 、 同様のレベルになると 考えるならば、 ェ ネルギ一価格体系の 変化から 新 

技術分野も競合力を 持つ多くの分野が 生まれてくると 予想せられる。 この時点 

において、 多様な技術成果が 利用可能となっているためには、 90 年代から 2010 

年にかけて、 安い化石燃料が 豊富な時点での 継続的な技術開発によるオプショ 

ンの維持であ り、 フレキシビリティの 確保であ る。 

すは ねち、 21 世紀の持続的なエネルギーシステムは、 化石燃料中心の 社会か 

ら、 新しいエネルギーシステムにいかに 円滑に移り変わるかをマネジすること 
によって成立する。 そのためには、 国際的な不安定要因によるエネルギー 技術 
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表 1 .  エネルギー技術開発に 伴うリスク 

リスクの種類 

技術開発上の 
リスク 

市場に係わる 
リスク 

環境・安全面 
のリスク 

治
 
政
 
・
 ク
 

酌
 ス
 

社
内
 

会
り
 

面
 
略
 
戦
ク
 

 
 

 
 

リスクの内容     原子力開発の 場合 

・既存技術からの 革新 
度の レベル と ブレー 
ク スル一の ポ テンシ 

ヤノン 

・技術開発競争 
  安全性と信頼性 

・長期的なオプションとし 
て開発維持されるかどう 
か 
・安全性のレベル 向上 
・放射性廃棄物の 長期安全 
処分 
・再処理路線か、 使用済燃 
料処分か 

・開発導入の 時期と規 
模 
・他のエネルギー 資源 
との競合での 優位性 
( 経済性及び信頼性 
等 ) 
  制度的支援と 規制 

・現状の飽和傾向 ( ～ 2010) 
から次の拡大期に 移り ぅ 
るか、 また時期 
・各国・各地域での 市場 特 
性差 ( 米 ・独の停滞 とァ 
ジア地域の発展 ) 

  地域的な環境影響 
・グローバルな 環境 影 

響 (C 0 ， 等 Ⅰ 
・事故影響の 可能性 

・地球温暖化対応への 有効 
性 
・放射線に対する 影響評価 
・重大事故の 可能性 ( 他の 
エネルギー源とのリスク 
比較 ) 

ル
障
フ
 

べ
の
ン
 

レ
上
コ
 

桂
の
ィ
と
 

容
援
テ
献
 

受
交
 り
 

貢
 

灼
灼
 
ユ
的
ト
 

 
 

 
 

・社会的受容性の 確立 
・国の開発支援の 継続性 
( あ るいはモラトリアム ) 
・核不拡散対応による 制約 

・ ェ ネルギ一価格変動 

あ るいは国際環境変 
動への拮抗力 
・技術の選択・ 事業の 
選択と組織の 成長性 

・開発・組織体制の 継続的 
維持 
・技術転換での 硬直性 ( フ 
レキシビリティのなさ ) 

  太陽光発電の 場合 

システムの開発 
  ・発電の出力変動 ( 日射 

・コスト競合的で 高効率 

  変動 ) と 系統蓮糸での 
安定性 

  
・現状のニッチ・マーケ 

  ，ト から脱皮 し 、 市場 

規模拡大に移る 時期 
・量産効果による 経済性 
向上 
・電力による 余剰電力 購 
入 ( 価格等 ) 

  と
一
 

用
ぺ
 

効
ス
 

の
 
・
 

で
ン
 

面
プ
 

境
 
一
円
 

環
オ
利
 

球
 い
の
 

ぬ
広
ス
 

  社会的期待に 応えうる 
経済性と信頼性の 確保 
  分散型電源としての 受 
容性と生活密着性 

・国による開発支援及び 
導入・普及補助の 継続 
性 
・住宅一体型、 遊休地利 
用筆事業間協力のニース・ 

への制約、 且座効果や市場覚部性の 内部化をむずかしく している市場メカニズ 
ム等に対して、 制度的、 社会的あ るいは国際的な 支援策を策定し、 技術開発上 
の リスクを削減・ コ ントロールしてゆく ことが求められる。 

    リスク ・ コン トロールの諸手段 

エネルギー技術開発における @ ク   コントロールの 主体としては、 国際的 
な 枠組み、 国 レベル、 社会・地域レベル、 それに組織・ 企業レベルがあ る。 中 

長期的な開発と 地球環境問題への 対応では、 国の政策方針が 基本となるが、 様 
々の国際的な 協力や条約、 ネッ トワーク等が 作られ、 グローバル な リスク ・ コ 

ントロールが 行われるようになっている。 民間企業の研究開発は、 現在利用さ 

れているシステムの 改良、 あ るいはガスタービンのように 他 分野で成熟した 
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表 2.  リスクの削減・コントロールの 諸手段 

国際レジー ム の形成、 
国際協力の推進 

・核不拡散のための 管理体制 ( 技術、 核物質と施設 ) 
・地域的なエネルギー 安全保障の枠組み ( アジア地域等 ) 
・技術開発の 国際協力体制 ( I E A プラス開発途上国 ) 
・原子力安全のための 国際条約、 及び研修 
・技術開発機関間の 国際ネットワークの 形成 

制度的な支援メカニズ 
ム 

社会的な環境整備   

一
 
評
価
 

ヰ
ノ
 

 
 づ
等
 

置
税
 

位
免
 

の
減
 

発
 

、
援
 

閑
全
文
 

 
 

一
一
策
の
 

ギ
 
一
対
 て
 

ル
プ
ル
 し
 

ネ
 イ
化
プ
と
 

ェ
テ
部
場
応
 

と
ン
肉
 市
対
 

ィ
セ
 の
の
 境
 

テ
ン
性
等
 環
 

リ
イ
 都
人
 球
 

オ
の
 井
溝
 地
 

ィ
め
揚
 力
、
 

う
 た
市
電
 応
 

プ
 の
ど
 剰
対
 

発
入
 な
 余
ィ
 

開
導
ト
、
テ
 

究
場
ス
達
リ
 

研
市
コ
調
ュ
 

0
 期
 境
 共
キ
 

国
初
 環
公
セ
 

 
 

 
 

成
 

成
形
 

 
 高

サ
る
 

の
シ
ム
 

、
心
セ
に
 

関
シ
 
ム
 

的
コ
テ
 

会
な
ス
 

社
的
シ
 

る
際
一
 

す
国
ギ
 

関
る
 ル
 

に
す
ネ
 

活
関
ェ
 

主
 に
 型
 

と
展
散
 

特
発
 分
 

環
 と
と
 

・
艮
一
 

一
成
 ギ
 

ギ
は
か
 

ル
酌
 不
 

ネ
杭
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組織・戦略面の 対応 ・研究開発組合、 企業間提携などによる 開発力集中とリスク 分散 
・ ェ ネルギ一市場のバローバル 化への戦略一一地域発電ビジネス 等 
・技術の水平展開を 含む プ レキシビリティの 向上 

 
 

技術の転用では 機能を果たしているが、 次世代の革新的なエネルギー 技術開発 
では、 国の支援のウェイ トが大きい。 1990 年での民間の 原子力関連売上が、 1 
兆 7700 億円、 その研究開発費 1431 億円、 政府の研究開発費が 3955 億円となって 
いる。 太陽光発電は 売上が 138 億円、 国の研究開発費が 73 億円であ る。 

具体的なリスク 削減・ コントロールの 手段を表 2 にまとめた。 国際的なコン 

ティンジュンシ 一では、 セキュリティを 考えた石油の 緊急時融通制度や 核不拡 

散 管理体制があ り、 それぞれ国内制度化とリンクしている。 技術開発の国際協 
力では先進国間の 体制から開発途上国を 含むものに進展しっ つるゲ 、 技術移転 
の 促進を考えた 開発機関間のネッ トワーク構想も 提案され始めた。 環境と安全 
性に対する条約や 協定は、 技術開発の方向性を 左右する要因であ り、 リスク ・ 

コン トロールの主要な 手段となっている。 

競争前段階の 技術開発に対する 支援についで、 初期の市場の 創成のための 国 
の 支援は 、 リスク軽減に 有効であ るが、 市場の競争環境の 成長とともに 削減さ 

れてゆく。 いずれのエネルギー 供給手段にも 何らかのリスクが 伴っており、 リ 
スクと コス ト、 ベネフィ ッ トをあ わせてト一 タル のシナリオとして、 リスク ・ 

ミニマムを図ってゆく 必要があ る。 
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